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　平成14年度の経済情勢については、米国を中心とした世界経済の回復基調を背景に輸出が増加し、鉱工業生産も下げ止まるなど、一部に持ち直しの動きがみられたものの、厳しい雇用情勢や所得環境を背景に個人消費が依然として低調に推移したことや、デフレの長期化などに加え、株価の低迷やイラク情勢の緊迫化に伴う世界経済への先行き懸念の高まりなどから、引き続き厳しい状況にあったところです。
　こうした中で企業業績は、長引くデフレの影響や13年度において情報技術（ＩＴ）関連の需要の後退を契機とした世界経済の減速により輸出や生産が減少したことに加え、リストラ費用の増加から、14年度の法人税収を左右する14年３月期決算法人の経常利益（単独ベース）が金融を除く全産業で、前年同期対比28.9％減と３年ぶりに大幅な減益となりました。その後の14年９月中間期は、売上げが伸び悩む中、コスト削減効果や輸出の好調が寄与し製造業を中心に収益が改善したところです。
　この結果、14年度の名目の国内総生産（ＧＤＰ）は497兆6,488億円で、経済成長率は名目△0.7％、実質1.2％（13年度は、名目△2.4％、実質△1.2％）と、実質ではプラスに転じたものの、名目では２年連続してマイナス成長となったところです。
　こうした経済環境の中で、14年度の県税決算額は、法人二税や県民税利子割が大幅な減収となったことなどから、過去最大の落込み（1,291億余万円の減収）となり、13年度県税決算額対比12.7％減の8,839億余万円となったところです。
　この県税決算額の主な税目の概要としては、まず、個人県民税については、雇用情勢や所得環境が引き続き厳しい状況にあったことなどから、13年中の個人所得が落ち込んだことを反映して、前年割れ（0.9％減）となりました。
　次に、法人二税については、14年３月期の企業収益の急激な悪化を反映して上半期が大幅な落込みとなったことに加え、下半期についても、企業収益の改善はみられたものの、14年９月中間期において、多くの法人が14年３月期の確定税額を基礎として、その半分の税額を申告納付する予定申告を選択したことなどにより、上半期と同様に前年割れとなったことから、年度間では13年度決算額と比較して23.5％の大幅な減収となりました。
　また、その他の税目については、県民税利子割が高金利時代に預け入れられた郵便貯金の大量満期による増収効果がなくなったことから、前年度の３分の１程度の水準（66.5％減）となり、地方消費税についても、長引く国内消費の低迷を反映して3.4％の減収となりました。
　その他の消費関連税目についても、不動産取得税が大規模取得分の減少などから1.3％の減収となったことに加え、自動車取得税についても、課税台数は増加したものの、低燃費自動車の取得に対する負担軽減措置の影響の拡大により1.6％の減となるなど、総じて減収となりました。
　また、収入歩合については、休日収納窓口の開設をはじめとする税収確保の取組に努めたことにより、収入未済額の圧縮（13年度340億円→337億円）を図ったものの、収入歩合が比較的高い法人二税や県民税利子割の税収額が大幅に減少（1,204億円の減収）したことなどから、前年度を0.5ポイント下回る96.1％となっています。
　この結果、県税収入全体では、３年ぶりに前年度を下回ることとなり、市町村に対する税交付金等を除いた県税等の実質収入額としては、7,299億円と、15年前の昭和62年度にも及ばない、大変厳しい税収状況となっています。

　この県税統計書は、14年度の県税収入実績を中心に、本県の税務行政の状況を取りまとめたものです。本書が多くの方々に利用され、県税について一層のご理解をいただければ、幸いに存じます。
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